










研究の目的 

超高齢化社会を迎えることが確実なわが国においては、高齢者対策が急務である一方、そ

の社会を支えてくれる働く人口の数と資質の確保が基本であることは申すまでもない。そ

の社会を支える今の子ども達、これから生まれてくる子ども達の心身の健康の重要性は改

めて見直されなければならない。とくに合計特殊出生率 1.53 の時代にあっては、そして育

児に不慣れな母親の増加が目立つ時代になったことは、健やかに子どもを産み育てるため

の支援、育児不安に対応するための育児支援がきわめて重要であり、21 世紀のわが国の存

立をかけた問題である。 

母子の健康の維持・増進に当たっては、単に病気・異常がなければよいというにとどまら

ず、心や体力までを含めた健康レベルの向上が必要であり、とくに心の健康に関しては親

子関係を中心とした家庭のあり方など育児環境についての配慮・支援が不可欠であり・ま

た医療・保健と福祉分野との協働、統合的視野からのシステム再構築も必要である。 

これらの諸問題を、広くは行政システムから、個別の親子への援助に至るまで、それぞれ

のレベル、それぞれの問題点ごとに検討し、今後の母子保健事業の策定、サービスのあり

方についての技術的マ二ュアルづくりに貢献し、これからのわが国の母子の健康をつくる

戦略を示すことを目的として研究を実施した。本年度は 3年間の研究の最終年度であるの

で、各研究は総括を目標として実施された。 


